様式１
対象経費等計算書

令和　年　月　日
指定管理施設名：　　　　　　　　　　　　
指定管理者名：　　　　　　　　　　　　

賃金・物価スライド制度に基づく対象人件費について、以下のとおり報告します。

１　賃金スライド制度の対象経費等
　(1) 正規職員相当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	○年度
(基礎額)
	〇+１年度
	〇+２年度
	〇+３年度
	〇+４年度

	配置人数
	
	
	
	
	

	対象人件費
(消費税及び地方消費税相当額を除く。)
	
	
	
	
	

	対象としている
人件費の種別
	(例) 給料、管理職手当、超過勤務手当、賞与（期末・勤勉手当）、社会保険料

	対象外としている
人件費の種別
	（例）役員報酬、通勤手当、宿直手当



(2) 非正規職員相当　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	○年度
(基礎額)
	〇+１年度
	〇+２年度
	〇+３年度
	〇+４年度

	配置人数
	
	
	
	
	

	対象人件費
(消費税及び地方消費税相当額を除く。)
	
	
	
	
	

	対象としている
人件費の種別
	(例) 給料、管理職手当、超過勤務手当、賞与（期末・勤勉手当）、社会保険料

	対象外としている
人件費の種別
	（例）役員報酬、通勤手当、宿直手当



２　物価スライド制度の対象経費等
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	
	○年度
(基礎額)
	〇+１年度
	〇+２年度
	〇+３年度
	〇+４年度

	対象経費
(消費税及び地方消費税相当額を除く。)
	
	
	
	
	

	対象外経費
(消費税及び地方消費税相当額を除く。)
	
	
	
	
	

	対象としている
経費の種別
	(例) 消耗品費、警備サービス費

	対象外としている
経費の種別
	(例）光熱水費、精算対象経費、租税公課、保険料、支払い利息、減価償却費



※本報告書は「指定管理者制度における賃金・物価スライド制度の運用の手引き」を確認のうえ、
作成してください。
